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１．平成27年12月期第３四半期の連結業績（平成27年１月１日～平成27年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年12月期第３四半期 31,750 12.3 1,105 153.1 1,078 126.8 727 106.4 

26年12月期第３四半期 28,268 8.3 436 － 475 482.2 352 － 
 
（注）包括利益 27年12月期第３四半期 732 百万円 （107.4％）   26年12月期第３四半期 353 百万円 （54.2％） 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年12月期第３四半期 65.48 － 

26年12月期第３四半期 31.72 － 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年12月期第３四半期 29,080 12,727 43.8 1,145.84 

26年12月期 27,312 12,161 44.5 1,094.87 
 
（参考）自己資本 27年12月期第３四半期 12,723 百万円   26年12月期 12,158 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年12月期 － 0.00 － 15.00 15.00 

27年12月期 － 0.00 －    

27年12月期（予想）       20.00 20.00 
 
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無    

 

３．平成27年12月期の連結業績予想（平成27年１月１日～平成27年12月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 43,000 11.1 1,350 74.3 1,350 56.7 860 34.1 77.45 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無    
 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無    

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

（注）詳細は、添付資料Ｐ．３「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見

積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年12月期３Ｑ 11,155,979 株 26年12月期 11,155,979 株 

②  期末自己株式数 27年12月期３Ｑ 51,801 株 26年12月期 51,184 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 27年12月期３Ｑ 11,104,589 株 26年12月期３Ｑ 11,104,796 株 

 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開 

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和策の効果、輸

出産業を中心とした企業収益の改善など、全般的に緩やかな回復傾向で推移いたしました。また世界経済では、米

国経済の堅調な景気拡大及び欧州経済が回復傾向にて推移したことにより、景気は概ね堅調に推移いたしました。

しかしながら、中国をはじめとしたアジア新興国経済の成長の鈍化や米国の金融政策の影響への不安などが見られ

ることから、世界の経済環境は不透明感が増しつつあり、わが国においても輸出産業を中心に影響が懸念されま

す。 

当社グループの属しておりますエレクトロニクス業界におきましては、自動車搭載用の電子機器やその関連分野

が好調に推移しているものの、情報通信産業のスマートフォンやタブレット端末の需要の伸長率が前年と比較して

鈍化傾向にあり、先行きの不透明感が強まりつつあります。 

このような状況下、当社グループの業績は当第３四半期連結会計期間の伸びが鈍化しましたが、売上は前年同期

の実績を上回り、利益面におきましても、製造装置分野における増収効果などにより、前年同期の実績を大きく上

回りました。 

 この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は31,750百万円（前年同期比12.3％増）、営業利

益は1,105百万円（前年同期比153.1％増）、経常利益は1,078百万円（前年同期比126.8％増）、四半期純利益は

727百万円（前年同期比106.4％増）となりました。

 

セグメント別の概況は以下のとおりであります。 

 なお、当社グループは、「オリジナル製品の強化・拡大」「海外ビジネスの強化・拡大」「既存市場・顧客の深

耕と横展開」「新規市場・顧客の開拓」の戦略テーマに対する取組みに注力しており、当社は新規市場の開拓と既

存市場への横展開を図るため、電子部門と機械部門を統合いたしました。

 これに伴い、第１四半期連結会計期間より、従来の「電子機器及び部品」「製造装置」の２つのセグメントを統

合し、「国内販売会社」に名称を変更しております。また、従来の「国内子会社」につきましても、オリジナル製

品の強化・拡大を図るメーカー機能として「国内製造会社」に名称を変更し、グローバルビジネスの加速を図る

「海外子会社」と合わせて３つの報告セグメントに区分を変更しております。 

 また、各セグメントの前年同期比較については、前年同期の実績を変更後の報告セグメントの区分に組替えた数

値で比較しております。 

 

 国内販売会社 

当セグメントにつきましては、「エンベデッドシステム」のコンピュータ製品、「画像関連機器・部品」のＣＣ

Ｄカメラ及び周辺機器等が好調に推移したことに加え、「半導体・ＦＰＤ製造装置」等、製造装置の販売が前年同

期と比べて伸長したため、売上、利益共に前年同期の実績を上回りました。 

この結果、当セグメントの売上高は26,883百万円（前年同期比13.9％増）、セグメント利益（営業利益）は305

百万円（前年同期比401.9％増）となりました。 

 

国内製造会社 

当セグメントにつきましては、製造装置を手掛けるダイトロンテクノロジー株式会社は、通信関連機器向け半導

体製造装置の需要が鈍化傾向にあるものの、光半導体関連の需要増加に伴い国内及び中国市場を中心に加工・検査

装置等の販売が伸長しました。また、電子機器及び部品を手掛けるダイトデンソー株式会社は、主に航空宇宙・防

衛分野においてハーネスやコネクタの販売が、また計測器分野においてスイッチング電源の販売が、それぞれ伸長

しました。このようなことから、当セグメントの売上高は前年同期比で微増に留まりましたが、利益率の上昇によ

り利益は前年同期の実績を大きく上回りました。 

この結果、当セグメントの売上高は1,608百万円（前年同期比2.7％増）、セグメント利益（営業利益）は559百

万円（前年同期比107.9％増）となりました。 

 

海外子会社 

当セグメントにつきましては、中国市場におきましては「電子部品＆アセンブリ商品」や「半導体」等の販売が

伸長しましたが、「電源機器」の販売減少に伴い減収減益となりました。東南アジア市場におきましては「半導

体」の販売が増加したことにより、微増ではありますが増収増益となりました。また、米国市場におきましては

「電子部品＆アセンブリ商品」の販売が伸長し、増収増益となりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は3,258百万円（前年同期比4.9％増）、セグメント利益（営業利益）は211百

万円（前年同期比239.6％増）となりました。 
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（２）財政状態に関する説明 

（資産）

 当第３四半期連結会計期間末における流動資産は24,049百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,849百万円増

加いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が378百万円、電子記録債権が470百万円、仕掛品が504百万円増

加したことによるものであります。固定資産は5,030百万円となり、前連結会計年度末に比べ82百万円減少いたし

ました。これは有形固定資産が35百万円、無形固定資産が21百万円、投資その他の資産が25百万円減少したことに

よるものであります。

 この結果、総資産は29,080百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,767百万円増加いたしました。

（負債）

 当第３四半期連結会計期間末における流動負債は13,204百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,263百万円増

加いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が1,749百万円減少したものの、電子記録債務が2,103百万円、短

期借入金が520百万円増加したことによるものであります。固定負債は3,148百万円となり、前連結会計年度末に比

べ61百万円減少いたしました。

 この結果、負債合計は16,353百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,202百万円増加いたしました。

（純資産）

 当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は12,727百万円となり、前連結会計年度末に比べ565百万円増

加いたしました。これは主に利益剰余金が560百万円増加したことによるものであります。

 この結果、自己資本比率は43.8％となり、前連結会計年度末との比較で0.7ポイント低下いたしました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 連結業績予想につきましては、平成27年８月３日に公表いたしました「平成27年12月期 第２四半期決算短信」

に記載の内容から変更はございません。なお、業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作

成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。今後業績予想に関

して修正の可能性が生じた場合には、速やかに開示する予定であります。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」といいま

す。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」といいます。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更すると共に、割引率の決定方法を従業員の平均残

存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

 なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。 

 

（４）追加情報

（法人税率の変更等による影響） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から、法人税率

等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の38.0％から平成27年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

35.6％に、平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成29年

１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。 

なお、この税率変更による影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,122,205 6,097,578 

受取手形及び売掛金 10,590,343 10,968,562 

電子記録債権 1,768,084 2,238,310 

商品及び製品 1,780,364 1,931,748 

仕掛品 844,181 1,349,003 

原材料 469,139 478,605 

その他 626,787 989,140 

貸倒引当金 △1,873 △3,746 

流動資産合計 22,199,232 24,049,202 

固定資産    

有形固定資産 3,252,791 3,217,412 

無形固定資産 84,778 63,229 

投資その他の資産    

その他 1,843,461 1,817,047 

貸倒引当金 △67,691 △66,854 

投資その他の資産合計 1,775,769 1,750,193 

固定資産合計 5,113,339 5,030,835 

資産合計 27,312,572 29,080,038 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 8,241,765 6,492,279 

電子記録債務 1,723,576 3,827,382 

短期借入金 100,000 620,000 

1年内返済予定の長期借入金 66,660 66,660 

未払法人税等 222,606 292,913 

賞与引当金 58,564 450,087 

その他の引当金 35,911 64,523 

その他 1,492,154 1,390,922 

流動負債合計 11,941,239 13,204,768 

固定負債    

長期借入金 905,565 855,570 

退職給付に係る負債 2,085,776 2,160,739 

資産除去債務 47,570 48,111 

その他 170,766 83,833 

固定負債合計 3,209,678 3,148,254 

負債合計 15,150,917 16,353,023 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,200,708 2,200,708 

資本剰余金 2,482,896 2,482,896 

利益剰余金 7,276,961 7,837,554 

自己株式 △19,335 △19,873 

株主資本合計 11,941,230 12,501,285 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 356,199 359,103 

繰延ヘッジ損益 △5,362 △734 

為替換算調整勘定 1,372 16,257 

退職給付に係る調整累計額 △135,151 △152,263 

その他の包括利益累計額合計 217,058 222,363 

少数株主持分 3,366 3,366 

純資産合計 12,161,655 12,727,014 

負債純資産合計 27,312,572 29,080,038 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 28,268,049 31,750,173 

売上原価 22,252,855 24,729,825 

売上総利益 6,015,194 7,020,347 

販売費及び一般管理費 5,578,288 5,914,484 

営業利益 436,905 1,105,863 

営業外収益    

受取利息 5,440 3,727 

受取配当金 10,450 12,164 

保険配当金 11,095 11,909 

為替差益 12,289 － 

雑収入 36,409 31,334 

営業外収益合計 75,686 59,135 

営業外費用    

支払利息 22,298 14,806 

手形売却損 3,411 2,883 

為替差損 － 53,190 

雑損失 11,355 15,478 

営業外費用合計 37,065 86,359 

経常利益 475,526 1,078,640 

特別利益    

固定資産売却益 19,357 5,304 

投資有価証券売却益 － 0 

特別利益合計 19,357 5,304 

特別損失    

固定資産除売却損 163 495 

投資有価証券評価損 － 1,780 

特別損失合計 163 2,275 

税金等調整前四半期純利益 494,720 1,081,668 

法人税、住民税及び事業税 318,580 491,490 

法人税等調整額 △176,087 △136,986 

法人税等合計 142,493 354,503 

少数株主損益調整前四半期純利益 352,227 727,164 

四半期純利益 352,227 727,164 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 352,227 727,164 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5,392 2,903 

繰延ヘッジ損益 △9,771 4,628 

為替換算調整勘定 16,155 14,884 

退職給付に係る調整額 － △17,111 

その他の包括利益合計 990 5,304 

四半期包括利益 353,217 732,469 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 353,217 732,469 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

  国内販売会社 国内製造会社 海外子会社 計 

売上高            

外部顧客への売上高 23,596,499 1,565,315 3,106,234 28,268,049 － 28,268,049 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

961,585 3,287,704 97,281 4,346,571 △4,346,571 － 

計 24,558,085 4,853,020 3,203,515 32,614,621 △4,346,571 28,268,049 

セグメント利益 60,939 269,337 62,416 392,693 44,212 436,905 

（注）１．セグメント利益の調整額44,212千円には、セグメント間取引消去64,876千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△20,664千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売

費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

  国内販売会社 国内製造会社 海外子会社 計 

売上高            

外部顧客への売上高 26,883,630 1,608,252 3,258,289 31,750,173 － 31,750,173 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

842,684 4,366,455 112,865 5,322,004 △5,322,004 － 

計 27,726,314 5,974,707 3,371,155 37,072,178 △5,322,004 31,750,173 

セグメント利益 305,837 559,972 211,979 1,077,790 28,073 1,105,863 

（注）１．セグメント利益の調整額28,073千円には、セグメント間取引消去67,185千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△39,111千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売

費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（報告セグメント区分の変更） 

当社グループは、「オリジナル製品の強化・拡大」「海外ビジネスの強化・拡大」「既存市場・顧客の深

耕と横展開」「新規市場・顧客の開拓」の戦略テーマに対する取組みに注力しており、当社は新規市場の開

拓と既存市場への横展開を図るため、電子部門と機械部門を統合いたしました。 

これに伴い、第１四半期連結会計期間より、従来の「電子機器及び部品」「製造装置」の２つのセグメン

トを統合し、「国内販売会社」に名称を変更しております。また、従来の「国内子会社」につきましても、

オリジナル製品の強化・拡大を図るメーカー機能として「国内製造会社」に名称を変更し、グローバルビジ

ネスの加速を図る「海外子会社」と合わせて３つの報告セグメントに区分を変更しております。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを開示しております。 

 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」と

いいます。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月

26日。以下「退職給付適用指針」といいます。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第

67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更すると共に、割引

率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

なお、この変更によるセグメント利益に与える影響はありません。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。
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